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企業が語るいきものがたりPart 17
COP16を終えて 〜⽣物多様性を取り巻く状況はどう加速してい

るのか〜

COP16を踏まえて
〜企業の取組みのこれから〜

2025年2⽉27⽇

⾜⽴直樹

Copyright © 2025 Response Ability, Inc. All Rights Reserved.

CBD COP 16 ハイライト
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https://www.cbd.int/article/agreement-reached-cop-16
https://www.env.go.jp/content/000263053.pdf
https://www.iisd.org/inside-cop-16

出典：IISD   2024年11⽉2⽇ほか

2024年10⽉21⽇から11⽉1⽇まで、コロンビアのカリで⽣
物多様性条約 第16回締約国会議（COP16）が開催。
2022年に採択された「昆明・モントリオール⽣物多様性枠
組（GBF）」の実施状況を初めて検討する重要な機会。
⽣物多様性損失の逆転と⽣態系の回復（ネイチャーポジティ
ブ）をどう進めるかの議論。
＜主な成果＞
1. 先住⺠の参画強化（IPLC）
新たな補助機関の創設

2. 遺伝資源（DSI）の利益共有
カリ基⾦を設⽴。企業は利益を拠出。

3. 公海の⽣物多様性保全のための新たな指針
4. 企業セクターが⼤きく関与

第8条（j）の補助機関の設⽴を祝う参加者（写真：IISD/ENB | Mike Muzurakis）
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残された課題
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l11⽉2⽇朝8時になっても終了せず、休会。
l今週（2025年2⽉25-27⽇）ローマ（FAO本部）において再開、
議論中。

＜主な課題＞
1. 資⾦動員
（年間2000億ドルの確保、有害な補助⾦5000億ドルの削減）

2. GBFの23の⽬標の進捗評価のためのツールの確定
3. GBFの計画、モニタリング、報告、レビューのメカニズム
（国別報告のテンプレートを含む）

4. NBSAP更新に対する期待と実⾏の課題（43カ国だけが更新）

全体で23,000⼈、企業・⾦融関係者は3,000⼈とも
3
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ビジネス関係

l 公式のフォーラム
Ø Business Forum
Ø Finance Day

l 企業イニシアティブ等による
イベントが多数開催
Ø TNFD
Ø Nature Positive Initiative
Ø Business for Nature
Ø Bloom 24

4 Copyright © 2025 Response Ability, Inc. All Rights Reserved. 5

世界502社が参画を宣⾔。 ⽇本企業が133社で最多。
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質の⾼い⾃然関連データへの⾏程、
企業の⾃然移⾏計画のガイダンスを発表

https://tnfd.global/upgrading-
market-access-to-decision-
useful-nature-related-data/
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•TNFDはCOP16の会期中、⾃然関連デー
タの市場アクセス強化に向けたロード
マップをまとめたディスカッションペー
パーと⾃然移⾏計画に関するガイダンス
草案を発表した。

•移⾏計画は、GBFが⽰唆している移⾏に
対応したもので、グラスゴー⾦融同盟
（GFANZ; Glasgow Financial Alliance 
for Net Zero）の「ネットゼロ移⾏計画フ
レームワーク」やイギリス政府の移⾏計
画タスクフォース（TPT）が策定した開
⽰にフレームワークを参考にしている。

https://tnfd.global/tnfd-transition-
plans-paper-published/
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新たに4、合計13のセクター・ガイダンスを発⾏

https://tnfd.global/new-set-of-sector-guidance-published/
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•TNFDは、2025年1⽉23⽇セクター・ガイダンスの第2弾を発
表した。今回新たに加わったセクターは、1. アパレル・繊
維・靴 、2. 飲料、  3.建設資材、4. エンジニアリング・建
設・不動産 の４業種。

•2024年6⽉には第⼀弾として、⾷品・農業、養殖、林業・製
紙、⽯油・ガス、電⼒・発電、⾦属・鉱業、化学、バイオテ
クノロジー・医薬品、⾦融の９つのセクター・ガイダンスを
発⾏済み。

•さらに3つのセクター（漁業セクター、海運・クルーズライ
ンセクター、⽔事業・サービスセクター）ではドラフトのレ
ビュー中で、2025年6⽉に発⾏予定。
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ネイチャーポジティブ・イニシアチブ、
「⾃然の状態(SON)の測定指標」を発表

https://www.naturepositive.org/metrics/
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•⾃然環境の保護と回復を⽬指す国際的な環境団体28機関に
よって構成される連携組織「ネイチャーポジティブ・イニシ
アチブ」は10⽉8⽇、⾃然環境の現状や状態を評価・測定す
るための指標”State of nature metrics”を発表した。
•ネイチャー・ポジティブは、2020年をベースラインとし、
2030年までに急速に深刻化する⾃然喪失を⾷い⽌め、逆転さ
せるための喫緊の世界⽬標だが、成果を測る基準を統⼀する
ことが必要だと考え、普遍的な測定基準に関するコンセンサ
スの構築を試みている。
•今回の原案では、全てのユーザーが測定すべき『ユニバーサ
ル指標』と、⾼脅威または地域的に重要な⽣態系や種に対し
て使⽤する『ケース固有指標』の2つに分け、合計9つの指標
分野を特定している。ユニバーサル指標として「⽣態系範
囲」、「⽣態系状態」、「景観の無損傷」、「種の絶滅リス
ク」の4つを提案。ケース特有指標は⾼脅威もしくは地域的
に価値の⾼い⽣態系の範囲と状態、⾃然または準⾃然⽣息地
の割合とその状態、種の個体数の豊富さを含む5つ。
•1⽉17⽇にアップデートされ、2025年5⽉から企業・⾦融機関
を対象にパイロットが開始。6ヶ⽉間の試験後、広範な導⼊
へ。

•2025年は淡⽔および海洋⽣態系の⾃然の状態の指標
のさらなる開発や、伝統的知識に基づく測定⼿法の
開発も進める。
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⾃然を測る世界基準指標になる可能性
lもっとも影響⼒のあるNGO、
企業団体によるイニシアティ
ブ。
lそそそも「ネイチャーポジ
ティブ」を提唱。
lSBTN, TNFD, GRI, WBCSD
なども統合（？）
l今回は陸域のみ。海洋、淡⽔、
⽣態系サービス、IPLC、NPは
これから。
l基本的だけれど厳密。（⾼解
像度、最新データ、実地デー
タ）

10 Copyright © 2025 Japan Business Initiative for Biodiversity. All Rights Reserved.

関連セミナー

3⽉4⽇(⽕)
19時〜21時
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https://studystateofnature.peatix.com/
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SBTN、初の科学的根拠に基づく⾃然⽬標を3社に承認 
ケリング、GSK、ホルシム

•SBTNは2024年10⽉30⽇、科学的根拠に基づく3社の⾃然⽬標を初めて承認し
た。承認されたのは、ケリング、グラクソ・スミスクライン（GSK）、ホル
シムの３社。
•ケリングは、グループの⽔使⽤の⼤部分を占めるトスカーナのアルノ盆地に
おける直接的な運営における淡⽔量⽬標を設定した。また、⼟地への影響に
対処するため、⾃然の⽣態系を破壊しないこと、⼟地フットプリントの削減、
重要なランドスケープイニシアチブへの関与に関する科学的根拠に基づく⽬
標も設定した。さらに、⽊材やゴムなどの重要な商品に関して調達証明書を
使⽤し、サプライチェーンでの再⽣可能農業の推進に努めることも計画して
いる。
•グローバルバイオファーマ企業GSKは、気候と⾃然の両⽅に関する企業⽬標
を設定し、2030年までに⽔資源が不⾜している地域での事業においてウォー
ター・ニュートラリティーを達成することを約束した。GSKはインドのナシ
クにある製造拠点での淡⽔に関するアプローチの検証を⾏い、インドの上ゴ
ダヴァリ盆地を初めとする直接的な運営における淡⽔量⽬標を設定した。
•グローバル建材ソリューション企業ホルシムは、直接的な運営における淡⽔
の使⽤量削減を⽬指す野⼼的な⽬標を設定し、メキシコのモクテスウマ盆地
に焦点を当てた。すでにサプライヤーと連携し、地理的データを収集して科
学的根拠に基づく⽬標設定のための追跡性を⾼めている。

Science Based Targets Network

https://sciencebasedtargetsnetwork.org/news/news/first-
companies-publicly-adopting-sbts-for-nature/

2024年10⽉30⽇
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いま
企業に求められ
ること

AR3T:
Avoid
Reduce
Restore
Regenerate
Transform

2 3

持続可能な開発のための2030アジェンダ(SDGs)
における目標の一部に沿った行動をとることができ
ます。自然SBTsの対象範囲の詳細は、初期ガイダン
スのセクション1.4をご覧ください。

こうした自然のための社会的な目標の重要な構成要
素は流動的です。生物多様性条約ではポスト2020
世界生物多様性枠組や、種・生態系・”自然がもたら
すもの”(自然が提供する生命維持サービス)に対す
るハイレベルな目標について現在交渉を行なってい
る最中です。これらの目標についての野心が依然とし
て議論されている一方、SBTNと協働する多くの組
織のリーダーらのグループは、”ネイチャー・ポジティ
ブ”という以下のような自然のための世界的な目標
について提案を進めています。グループによる定義で
は、ネイチャー・ポジティブな世界は、2020年以降
の自然のノー・ネット・ロス、2030年までに自然のネ

私たちはSBTsを、測定、実行が可能で期限のある
目標であり、利用可能な最善の科学に基づくものと
定義しています。これにより、目標設定者は、地球の
限界と社会の持続可能な目標に沿うことができま
す。SBTsの設定により、目標設定者（本ガイダンスに
おいては”企業”）は、地球の限界という観点から人類
が安全に活動できる空間として定義される科学的境
界と、平等な人類の発展に向けた世界的な方針を定
めた社会の持続可能な目標の両方に沿った行動を
とることができます。 

本レポートでは、どのように企業が自然SBTsを設定
できるかについての初期ガイダンスを提供します。現
在設計されている自然にフォーカスしたSBTsでは、
企業は、生物多様性(生物多様性条約; UNCBD)、
気候変動(気候変動枠組条約; UNFCC)、土地劣化 
(砂漠化対処条約; UNCCD)に関する国連条約や、

自然SBTs（SBTs for Nature）とは

図ES2: 直接的または間接的な変化要因による世界的な自然劣化の例 (IPBES地球規模評価報告書2019参照)。「間接要因」が「直接
要因」へつながり、陸域・淡水域・海域における自然の劣化や喪失(状態の変数を測定)が助長されます。棒グラフのパーセンテージは、各
圏域でのそれぞれの直接要因についておおよその世界的重要性を表しており、より詳しくはIPBES地球規模評価報告書をご覧ください。
右側では、生態系・種・自然がもたらすものに関連した自然劣化の例をいくつか挙げています。

ット・ポジティブな状態、2050年までに自然の完全
な回復を必要としています。

ネイチャー・ポジティブな未来の実現、そしてそれに
対してどのように企業が整合するかを定義すること
については、自然の喪失についての科学を理解する
ことから始めなくてはなりません。自然科学に関する
重要な政府間パネルである生物多様性及び生態系
サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム
(IPBES)は、世界的な自然劣化(生態系・種・自然が
もたらすものの観点から測定される)が、陸域／淡水
域／海洋利用変化、生物の直接採取、気候変動、汚
染、侵略的外来種という5つの重要な直接要因の結
果であったと明らかにしました（図ES2）。これらの直
接要因は、潜在的な間接要因から生じ、人の価値観
や行動によって助長されます。これらの直接要因や
間接要因は、企業の環境影響の測定のためのSBTN
枠組みや、ポジティブな企業の行動に対する私たち
の枠組みの中心的要素です。 

もし私たちがネイチャー・ポジティブな世界で生きた
いと望むならば、すべてのステークホルダーによる緊
急かつ野心的な行動を必要とします。本ガイダンス
では、行動枠組み(AR3T)の概要として、企業が今日
からでも始めることができるような、以下の重要な行
動の種類を掲げています。 

a) 自然喪失への直接要因を回避・軽減する。そうし
なければ、自然喪失は増大し続ける。 

b) 自然の状態が回復できるように、復元・再生する。 
(例:生態系や種の絶滅リスクについての程度や保全)

c) 自然喪失の間接要因に対処するため、複数のレベ
ルで、潜在するシステムを変革する。
これら行動の種類と、自然喪失の背後にあるダイナ
ミクスの理解は、企業に求められる行動と、設定・達
成されなくてはならない目標の野心のレベルという
観点の両方で、自然SBTsの骨格を形成します(図
ES3)。この骨格の中で各企業は、セクターや事業の
特性によって、異なる目標を設定します。
 
本ガイダンスでは企業が自ら取り組むことができる
行動を強調していますが、これらはしばしば企業にと
って今日からでも始めることが容易であるがためで
あるということに留意してください。しかし、ビジネス
と社会に迫る問題は、システム全体にわたり、絡み合
っていて、幅広い関係者に関連していると、科学は明
らかにしています。したがって私たちが直面する問題
は、企業が個別の行動を超えて、バリューチェーンを
通じた行動の推進や、例えばランドスケープ・管轄レ
ベルのイニシアチブを通じたシステムレベルでの協
働・変革の探索に取り組むことを求めています。

図ES3: 自然SBTsのハイレベルな目標分類(左) ‒ SBTsは、自然の劣化を助長する直接要因、間接要因、および自然自体の状態に狙いを定めていま
す。右図は、SBTNの行動枠組み(AR3T)で、地球の限界や自然のための社会的な目標に沿って企業がとる行動の種類をまとめています。 

LAND FRESH WATER OCEA N

間接要因 直接要因

海洋

淡水域

陸域

価
値
観
と
行
動

人口と社会文化

経済と技術

制度とガバナンス

紛争と伝染病

陸域／淡水域／海洋
利用変化 資源搾取 気候変動 汚染 侵略的外来種

その他

生態系
範囲と状態

自然劣化の例

生態学的群衆

種
絶滅リスク

バイオマス量と種の豊富さ

先住民や地域コミュニティにとっ
ての自然

陸域 淡水域 海洋
領域

自
然
の
変
化
要
因

直
接
要
因

自
然
の
状
態

陸域／淡水域／海洋利用の変化
資源搾取
気候変動
汚染

侵略的外来種・その他

種

生態系

自然がもたらすもの

変革

軽減

回避

復元・再生

13

森林破壊ゼロ

持続可能な原料

情報開⽰

出典：SBTs for NatureにARIが加筆

⽣態系の再⽣

ビジネス
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その他の動き
l公海の⽣態系保全 → 条約化

lプラスチック条約

l⽔（cf. 砂漠化防⽌条約）

l再⽣農業

l都市の⽣物多様性（WBCSD、WEF…）

l⽣物多様性クレジット（英BNG、IAPB…）

lEUの政策（EUDRの実施延期、⾃然再⽣法、⼟壌モニタリング法、新包装規則…）

l投資家によるエンゲージメント
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⽣態系の再⽣

Nexus（相互連携）
cf. IPBES Nexus Assessment

⽣物多様性、⽔資源、⾷料、健康、気候変動
の5つが密接に関連
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JBIBでは…
l JBIBではCOP16において、2024年10⽉

26⽇にサイドイベントを開催し、 
「JBIBネイチャーポジティブ宣⾔」と 
「JBIBチャレンジ2030」を公表した。
（協⼒：Earth Day Everyday）

15
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JBIBネイチャーポジティブ宣⾔
JBIBは、2030年までに⽣物多様性が失われる現在の流れを反転させ、2050年には⾃然 と共⽣
する社会を実現するために貢献することを宣⾔します。そのために以下のことに 積極的に取り
組んでいきます。

1. 事業の⽣物多様性に対する影響ゼロを⽬指し、⽣物多様性の保全に努める。
2. ネイチャーポジティブを重要な経営課題の⼀つと位置付け、全役員社員が取り組む。
3. ネイチャーポジティブにつながる事業を⾃ら⼿がけ、増やしていくと同時に、ネイチャー

ポジティブにつながるような事業を⽀援する。
4. 気候変動をはじめ、様々な問題の解決に⾃然に基づく解決⽅法を積極的に活⽤する。
5. ⾃然と共存できる街や住環境、事業所を増やしていく。
6. サプライヤー、顧客、専⾨家、地域社会の住⺠など、幅広いステークホルダーと協働し、 

バリューチェーン全体、関係する地域でネイチャーポジティブを推進する。 

16 Copyright © 2025 Response Ability, Inc. All Rights Reserved.

JBIBチャレンジ2030  （#1〜#7）
⽅針：

1. ネイチャーポジティブの実現に貢献する

2. ネイチャーポジティブ経済へ移⾏する

3. ⾃然に基づく解決策（NbS） を積極的に活⽤する

4. ⽣物多様性と共存する持続可能な都市を作る

経営：

5. ⽣物多様性との関係を経営が監視し、また経営判断に取り込む

6. バリューチェーン全体で、事業の⽣物多様性への依存と影響を把握する

7. ⽣物多様性と事業の関係性、また事業の影響を分析し、定期的に開⽰する

17

Copyright © 2025 Response Ability, Inc. All Rights Reserved.

JBIBチャレンジ2030 （#8〜#16）
⾏動：
8. ⽣物多様性に配慮した原材料調達を⾏う
a.⽣態系の破壊に関わるような原材料を使⽤しない
b.絶滅危惧種や資源量の枯渇が懸念される原材料を使⽤しない
c.認証原材料を積極的に使⽤する
9. 環境中に流出する農薬や化学物質・プラスチック等を⼤幅に削減する
10. 消費者とともに廃棄物やフードロスの半減に取り組む
11. ミチゲーションヒエラルキーに沿って⼟地を利⽤し、影響を最⼩化する
12. 地域の⾃然に配慮した敷地管理を⾏い、⽣態系の質と量を⾼める
13. バリューチェーン全体での取⽔・排⽔による⽣態系への影響を配慮する
14. 事業所に侵略的外来種が侵⼊・定着しないように管理する
15. ⽣物資源の持続可能な利⽤と公正な利益分配を⾏う
16. 気候変動への対応とネイチャーポジティブとを両⽴させる
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JBIBチャレンジ2030  （#17〜#20）
協働
17. ⽣物多様性ついて役員・社員の啓発と教育を継続的に⾏なう

18. 持続可能な消費様式を推進するために消費者に必要な情報を提供する

19. 科学に基づく解決を原則とし、専⾨機関等と協働する

20. 先住⺠・地域社会や⼥性・次世代も含めた多様なステークホルダーと協働する

19

ü GBF実現のために、企業が⾏うべきことはほぼ網羅。
ü JBIB会員以外でも誰でも利⽤可能。
ü チェックリストとして活⽤し、進捗を毎年開⽰し、また取り
組みについても共有。

ü 「協働」が必要。
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まとめ
lCOPの成果は限定的だが、ビジネス・⾦融の動きは確実に加速している

（企業はむしろ、こうしたビジネス・⾦融の動きこそ注⽬すべき）

lTNFDを中⼼に、報告のフレームワークが整備
l指標についても議論も本格化

l技術の進化とデータプロバイダーの拡充
l「どう⽣態系を再⽣するか」が⼀番の論点（保全から再⽣へ）

lそのためには、企業はtransform、transitionも必要

l他の課題との相互連携（nexus）、同時解決の視点も必要

l国内での議論、協働をもっと
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ご意⾒・ご質問は、

adachi@responseability.jp
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万全の注意を払って作成していますが、内容の正確性等について
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ありがとうございました。


